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研究要旨

かかりつけ歯科医の有無と、う蝕の発生や現在歯数には、有意に関連があることが報告され

ており、平成 28 年度に、かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所（か強診）が新設された。か

強診の数は 2,636 施設（H28）から 7,031 施設（H29）と大きく増加している。しかし、か強

診の地域格差や実施状況に影響を与える要因を調査した報告は少ない。NDB オープンデータを

用いて歯周病安定期治療（Supportive Periodontal Therapy:以下 SPT）から、か強診について

の現状を把握し、都道府県別の地域格差および関連要因の検討を行った。年度による SPT の増

加率は SPT1:11.4%に対し、SPT2(か強診でのみ算定できる SPT):58.3%であった。都道府県別

SPT2 の比較では、最も算定数が多い県は佐賀県（69.06 件/千人）、最も少ない県は和歌山県で

あった（3.20 件/千人）。全 SPT に占める SPT2 の割合では、岩手県が最も高く（82.0%）、鳥

取県が最も低かった（15.0%）。重回帰分析の結果では、口腔保健支援センター設置の有無

（β=0.413、 p=0.004）、全 SPT の算定数（β=-0.673、p=0.019）に有意な関連が見られた。

全 SPT に占める SPT2 の割合では最も高い県と低い県では 5.4 倍の差があり、口腔保健支援セ

ンターの設置、SPT の算定数が影響することが示唆された。NDB の個票データを用いて、2 次

医療圏単位で同様の分析を行うと、研究の限界で述べた点を含めたより詳細な地域差の要因を

検討することができると考えられる。

Ａ．研究目的

かかりつけ歯科医の有無と、う蝕の発生

や現在歯数には、有意に関連があることが

報告されている。1-3歯科診療報酬（レセプ

ト）においては、平成 28 年度にかかりつけ

歯科医の機能の評価の一つとして歯科医機

能強化型歯科診療所（『か強診』）が新設

された。4『か強診』の数は 2,636 施設（H2
8）から 7,031 施設（H29）と 1 年間に大き

く増加している 5。しかし、『か強診』の地

域差や施設認定状況に影響を与える要因を

調査した報告は少ない。

レセプト情報・特定健診等情報データベ

ース（以下 NDB）オープンデータを用い

て 歯 周 病 安 定 期 治 療 （ Supportive 
Periodontal Therapy:SPT）から、『か強

診』についての現状を把握し、都道府県別

の地域格差および関連要因の検討を行う。

Ｂ．研究方法
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 「第 3 回（H28）および第 4 回（H29）
NDB オープンデータ」の、SPT1（算定

要件：なし）および SPT2（算定要件：

『か強診』）を分析対象とした。SPT1 お

よび SPT2 について、年度ごとの合計算定

数について検討した。また、第 4 回の

SPT2 については、都道府県別に人口千人

あたりの SPT2 算定数を算出した。さらに、

全 SPT に占める SPT2 の割合を目的変数、

大学進学率、65 歳以上割合、歯科診療所

数、口腔保健支援センター設置の有無、全

SPT の算定数を説明変数とする都道府県

単位の重回帰分析を行った。各説明変数に

ついては、共線性の検定を行い、VIF が

10 未満であることを確認した。 
 
（倫理面への配慮） 

本研究は筑波大学医学医療系倫理委員会の

承認（承認日：令和元年 12 月 17 日、承

認番号：1446）を得て実施した。 
 
Ｃ．研究結果 
1. 年度別 SPT の算定数 

平成 28 年度から平成 29 年度を比較す

ると、SPT1 の年間算定数は 325 万件から

367 万件に増加し、その増加率は 11.4%で

あった。SPT2 の年間算定数は 122 万件か

ら 293 万件に増加し、その増加率は 58.3
％であった。（図１） 
 
2. 平成 29 年度 SPT1 算定数 

平成 29 年度都道府県別 SPT1 算定数の

比較では、最も算定数が多い県は広島県

（96.54 件/千人）、最も少ない県は和歌山

県であった（2.43 件/千人）。（図 2） 
 
3. 平成 29 年度 SPT2 算定数 

平成 29 年度都道府県別 SPT2 算定数の

比較では、最も算定数が多い県は佐賀県

（69.06 件/千人）、最も少ない県は和歌山

県であった（3.20 件/千人）。（図 3） 

4. 平成 29 年度 SPT２の算定割合 
全 SPT に占める SPT2 の割合では、岩

手県が最も高く（82.0%）、鳥取県が最も

低かった（15.0%）。（図 4） 
 
5. 重回帰分析 

全 SPT に占める SPT2 の割合を従属変

数とした重回帰分析の 結果では、口腔保

健支援センター設置の有無（β=0.418、 
p=0.004）、全 SPT の算定数（β=-0.674、
p=0.021）に有意な関連がみられた。（表

1） 
 

Ｄ．考察 
全 SPT に占める SPT2 の割合では最も

高い県と低い県では 5.4 倍の差があり、口

腔保健支援センターの設置、SPT の算定

数が影響することが示唆された。口腔保健

支援センターは、定期健診に関する施策の

ために歯科医療従事者への支援を行うこと

が業務の一つとなっているためと推察され

る。 
本研究の限界は、SPT の対象となる者

が歯周病に罹患しているものに限定される

という点、歯周病への罹患が成人期以降に

限定されるという点である。これらに関し

ては、SPT2 と同様に『か強診』のみで算

定が可能な「エナメル質初期う蝕管理加

算」について本研究と同様に分析すること

によって補完されると考えられるが、

NDB オープンデータでは公開されていな

い情報であるため、分析を行うことが不可

能であった。 
本研究では、オープンデータによる都道

府県単位の分析となったが、今後、NDB
の個票データを用いて、2 次医療圏単位で

同様の分析を行うと、研究の限界で述べた

点を含めたより詳細な地域差の要因を検討

することができると考えられる。 
 

Ｅ．結論 
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NDB オープンデータによる分析では、

全 SPT に占める SPT2 の割合で都道府県

差が認められることがわかった。今後、個

票データを用いてより詳細に分析を行って

いく必要があると考えられる。 
 
Ｆ．研究発表 
１．論文発表 
なし 

２．学会発表 
斉藤智也、財津崇、井上裕子、平健人、

渡邊多永子、高橋秀人、石丸美穂、川口陽

子、田宮菜奈子：NDB オープンデータベ

ースを用いたかかりつけ歯科医機能強化型

歯科診療所算定状況の評価 第 30 回日本

疫学会総会（京都） 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定

を含む） 
１．特許取得 
なし 

２．実用新案登録 
なし 

３．その他 
なし 
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図 1：年度別 SPT の算定数 

 

図 2：SPT1（千人当たり平成 29 年度算定数） 
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図 3：SPT2(千人当たり平成 29 年度算定数） 
 

図 4：各都道府県での SPT2 の占める割合（平成 29 年度） 
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図 5：SPT２の占める割合についての重回帰分析 

目的変数 β t p VIF 

(定数)   1.728 0.092   

全 SPT数 -0.674 -2.391 0.021 4.430 

口腔保健センターの設置有無 0.418 3.053 0.004 1.047 

大学進学率 -0.012 -0.063 0.950 2.047 

歯科診療所数 0.516 1.511 0.138 6.514 

65 歳以上割合 -0.125 -0.752 0.456 1.549 

従属変数：全 SPT に占める SPT2 の割合 R2＝0.18 
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